
１．概況・要約

□概 況

米国経済は，設備投資が減少したものの，個人消費が持ち直したほか，輸出もプラスに転化．

その結果，2015年４～６月期実質GDP（速報値）は，前期比年率＋2.3％となり，大幅に減速

した前期から持ち直している．欧州（ユーロ圏）経済も，個人消費が堅調に推移し，緩やかな景

気回復を持続している．一方，アジア経済に目を向けると，中国経済は，景気回復の動きは強ま

らず，４～６月期の実質成長率が前年比＋7.0％と前の期から横ばいで推移，今後も減速基調が

見込まれる．その他，韓国，フィリピン，タイ，マレーシアなどは底堅く推移しているものの，

香港は中国本土からの来訪者による購買（サービス輸出）の減少が続いている模様．

こうした中，2015年上期の日本経済を外観すると，設備投資や住宅投資が増加に転じるなど明

るい動きがある一方で，足元，個人消費に弱い動きがみられるほか，輸出の増加ペースが鈍化し

ており，公共投資も対策効果の息切れにより減少に転じている．ただ，雇用情勢の良好な状態が

維持され賃金が持ち直していること，物価の伸び率が緩やかであることなどから個人消費を下支

えすると期待され，これに企業業績の順調な改善を加えれば，今後も景気の持ち直しは続くこと

が予想される．

一方，福井県経済については，総じて企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなかで，地方創

生を含む各種政策効果も加わって堅調に推移している．ちなみに，需要面では，大型店（百貨店・

スーパー）が緩やかに回復しつつあるほか，コンビニエンスストア販売，ドラッグストア販売等

も堅調に推移．また，乗用車販売，家電販売等も底堅く推移している．さらに芦原温泉，恐竜博

物館など観光施設も北陸新幹線金沢開業による経済効果が加わって来訪者が増加している．また，

供給面でも，製造業では，繊維や眼鏡枠といった地場産業で一部の高付加価値品や輸出品を除い

て引き続き不冴えな状況にあるものの，基調としては電子部品・デバイスがスマートフォン向け

を中心に，機械関連も工作機械や金属加工機中心に，化学も合成樹脂等の化学製品，医薬品中心

に堅調な生産・出荷動向を維持しており，業種間，企業規模間格差はぬぐえないものの，全体と

しては持ち直している．

□要 約

［第１次産業］

・漁 業 2014年度の福井県の漁獲量は123百トンで横ばいながら，魚種別にみるとブリ

の漁獲量が平年の２倍近くとなったほか，サワラ，アカガレイ，スルメイカ，そ

の他の主要魚種の漁獲量の順位がかなり入れ替わっている．

・農 業 北陸４県における集落営農数は，2,373組織であり，前年との比較によれば27（1.0％）

の増加であった（2015年２月１日現在，以下同じ）．本県においては，新規にで
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きたものが19，解散・廃止されたものが８となり，結果として11組織の増加，

合計599組織となっている．

［第２次産業］

・繊維工業 産地では，円安などから，海外向けに動きがみられるものの，国内向けは横ばい

となっている．特に，国内市場では，高級婦人衣料の需要が減少しているほか，

自動車内装材向けも弱含んでいる．ただ，非衣料分野などの健闘などから全体で

は横ばいで推移している．

・眼鏡工業 産地では，円安効果も奏功し，海外からのOEM受注が持ち直しているものの，

国内向けが低価格帯の海外品に押され弱含んでいることなどから，全体では横ば

いとなっている．

・機械工業 概ね順調な生産を維持しているが，軽自動車税引き上げの影響等から，生産品目

によっては持ち直しの動きに一服感もみられるなど，バラつきがみられる．

・化学工業 合成樹脂等の化学製品が持ち直しており，医薬品が増加していることなどから，

全体では増加している．しかし，プラスチック工業は，建築資材を中心に弱い動

きとなっている．

・建 設 2015年１－６月期の県内公共工事は，発注件数(累計)で1,399件，前年同期比で

34.0％減，請負金額(累計)は644億98百万円で，0.4％増と発注件数は減少するも，

請負金額はほぼ前年並みとなった．

［第３次産業］

・小売商況 近畿経済産業局が発表した大型小売店販売状況によると，福井県における2015

年１－６月期の大型店販売額は，全店ベースで381億74百万円で前年同期比1.8％

増となった．

［主要経済指標］

・鉱工業生産指数 原指数は2014年秋から増加傾向に転じ，季節調整済指数は減少傾向

・電力需要 ７か月連続で増加，産業用の需要も増加傾向を続ける

・保証承諾 保証承諾は概ね減少傾向が続いているが，代位弁済は増加傾向

・雇用情勢 2015年に入って有効求人倍率，新規求人倍率ともさらに高まる

・所定外労働時間 全体で増加傾向が続き，業種別でも増加が多くなる

・企業倒産 2015年上半期は負債総額が過去最大，倒産件数は減少傾向

（南保 勝）
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２．第１次産業

□ 福井県漁業の概況

～2014年度の福井県漁業と魚種別漁獲量動向～

前回報告したように2014年度の福井県の

漁獲量は１万２千３百トンで，過去10年平

均値よりやや少なく，ほぼ横ばいであった．

しかし魚種別にみるとかなり大きな変化があ

った．ブリの漁獲量が平年の２倍近くとなり，

その他の主要魚種の漁獲量の順位もかなり入

れ替わった．ブリの漁獲量増加は，ほとんど

定置網の２月から５月の漁獲量増加によるも

のであって，その結果，前年に比較して定置

網全体の漁獲量が13％増加し，底曳き網の

漁獲量は横ばい，その他の漁獲量は15%の減

少となった．

魚種別漁獲量でみてブリは昔から福井県の

主要魚種であるが，以前から漁獲量の変動が

大きく，千トンの年もあれば今回のように３

千トンを超す年もある．2000年ころから増

加したサワラの漁獲量が，近年千トンから２

千トンに達しているため，サワラより少ない

年が増えたが，今回は再び首位に返り咲いた．

ブリは少しの水温の変化で，回遊の経路がか

わり，漁獲量が大きく変動すると考えられて

いる．

漁獲量３位の魚種は福井の嶺北のカレイを

代表するアカガレイである．アカガレイの漁

獲量は，近年年間1000トンから1500トンと

高水準にある．４番目の魚種はホタルイカで

450トン，福井県では底曳き網漁業で４月前

後に漁獲されている．７番目の魚種はスルメ

イカの327トンであるが，20年前に４千ト

ンを漁獲していた頃と比較すると，長期的に

大きく減少したままである．８番目のアカエ

ビ（甘エビ）の漁獲量は長期的に安定してい

るが，価格の低迷が漁業経営にとって大きな

課題になっている．

さてズワイガニは，セイコガ二とミズガニ

をあわせた三種合計で400トンあまりとなっ

た．近年の漁獲量は400から600トンで推移

しており，今回は少ない年にあたる．ミズガ

ニの漁獲制限を強化したので，それも漁獲量

減少に影響しているとみられる．他方，価格

のほうは安定しており，水揚げ金額は過去最

高レベルにある．

注】統計数値は福井県水産試験場が公開して

いる速報値によるものである．（加藤辰夫）

年月
対前年同月比率

合計
定置網 底びき その他

２０１４．１ ７５．６ ７３．２ １３８．７ ８３．６

２ ４０３．０ ９４．４ ７６．８ １１０．４

３ １８１．３ １００．４ ８７．３ １０２．９

４ １５６．５ １９７．６ ９４．７ １６０．７

５ ２２４．９ ８７．８ １０６．５ １７０．２

６ １１７．９ １０５．９ ５２．６ ９９．０

７ ８５．４ ８４．６ ８５．６ ８５．６

８ １３８．３ ８５．０ ８６．９ １１５．８

９ ６７．１ １１２．５ ９８．７ ７７．８

１０ ７６．４ ８２．３ ７６．１ ７７．７

１１ １２９．１ １２５．１ １１３．７ １２６．５

１２ ６３．９ ６３．０ ５０．０ ６２．１

合計 １１３．１ １０２．０ ８５．５ １０５．３

順位 主要魚種 漁獲量 ｔ 割合 ％

１ ブリ類 ３４７０ ２８．２

２ サワラ １９８３ １６．１

３ アカガレイ １２３０ １０．０

４ ホタルイカ ４４６ ３．６

５ アジ類 ３８０ ３．１

６ その他カレイ ３４７ ２．８

７ スルメイカ ３２７ ２．７

８ アカエビ ３２５ ２．６

ズワイガニ ２３１ １．９

セイコガニ １２１ １．０

ミズガニ ７６ ０．６

その他 ３３７０ ２７．４

合計 １２３０６ １００．０

図表１ 福井県の漁獲量の変化率 図表２ 福井県の主要魚種別漁獲量
単位：％ 2014年 単位：トン／年

出所：前掲

出所：福井県水産試験場「浜へのたより」
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□福井県農業の概況

～集落営農組織の動向～

○集落営農数の推移

北陸４県における集落営農数は（表１），

2,373組織であり，前年に比べて27（1.0％）

の増加であった（2015年２月１日現在，以

下同じ）．

本県においては，新規にできたものが19，

解散・廃止されたものが８となり，結果とし

て11組織の増加，合計599組織となっている．

○農業生産法人化の状況

次に，集落営農組織の法人化の状況をみる

と（表２），北陸４県では935法人（85法人

の増加），表には示していないが集落営農組

織に占める割合は39.4％で，全国の24.4%を

大きく上回っている．本県では183法人（17

法人の増加），集落営農組織に対する割合は

30.6％である．

なお，本県における法人形態の内訳は，農

事組合法人169，株式会社11，合名・合資・

合同会社３となっている．また，法人化して

いない集落営農組織において，「農業経営を

営む法人となる計画を策定している」のは北

陸４県では46.3％であるのに対して，本県で

は54.8%となっている．

○集落営農における活動内容

集落営農の活動内容をみると（複数回答），

北陸４県では，「機械の共同所有・共同利用

を行う」（86.7％）が最も多く，続いて「農

産物等の生産・販売活動を行う」（82.9％），

「農家の出役により，共同で農作業を行う」

（66.5％）となっており，本県もほぼ同様の

傾向を示している．

なお，本県における農産物の生産・販売活

動では，「水稲等の生産・販売」（446組織，

74.5％），「麦・大豆等の生産・販売」（357

組織，59.6％）が多く，「畜産物を含むその

他作物」は165組織（27.5％），「農産加工品

の生産・販売」は16組織（2.7％）と少ない．

このように本県では，早くから集落営農が

展開していたこともあり，農業の担い手とし

て集落営農組織の役割が大きいことが依然と

してうかがえる．今後は，法人組織の経営支

援を適切に行うことや，組織リーダーの高齢

化に対応するための継承問題に取り組むこと

が重要な課題である．また，農産加工など経

営の多角化の可能性を検討することも重要で

ある．

【注】

１）本稿は，北陸農政局が2015年３月に公

表した『集落営農実態調査の結果（北陸）』

をもとに作成した． （北川太一）

集落営農数 増減
（15-14）

うち新規
うち，
解散・廃止2013年 2014年 2015年

全 国 14,634 14,717 14,852 135 385 252

北 陸 2,326 2,346 2,373 27 52 25

新潟県 687 694 704 10 15 5

富山県 778 778 780 2 6 4

石川県 281 286 290 4 12 8

福井県 580 588 599 11 19 8

２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 １５-１４年

全 国 ２，９１６ ３，２５５ ３，６２２ ３６７

北 陸 ７８５ ８５０ ９３５ ８５

新潟県 ２９８ ３１５ ３２９ １４

富山県 ２３９ ２６６ ３１２ ４６

石川県 ９１ １０３ １１１ ８

福井県 １５７ １６６ １８３ １７

表１ 集落営農数の動向
単位：組織

注１）年次はいずれも２月１日現在．
２）解散・廃止，新規は，統合や分割したものも含む．
資料：北陸農政局『集落営農実態調査結果の概要（北陸）』（２０１５年

３月）による．

表２ 集落営農法人数の推移
単位：組織

資料：北陸農政局『集落営農実態調査結果の概要（北陸）』（２０１５年
３月）による．
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３．第２次産業

３－１．繊維工業

【最近の景況】

～厳しいながら，横ばいで推移～

産地では，円安などから，海外向けに動き

がみられるものの，国内向けは横ばいとなっ

ている．特に，国内市場では，高級婦人衣料

の需要が減少しているほか，自動車内装材向

けも弱含んでいる．ただ，ユニフォーム向け

やスポーツ・カジュアル向け，非衣料分野で

は医療用貼布材などが堅調に推移しているこ

となどから，全体では横ばいで推移している．

また，近年の状況として，電気，原材料等の

上昇を受け，省エネ効率の高い設備の導入が

必要と考える企業もみられる．

参考までに，2015年１月～５月の織物生

産高は，総計80,873千㎡の前年比3.0％の減

少であった．このうち主力のポリエステルは

59,782千㎡の前年比1.5％の減少，ナイロン

は8,067千㎡の前年比24.8％の減少となって

いる．一方，同年５月の染色整理加工高は，

織物が前年同期比4.2％減少し30,729千㎡で

あったのに対し，ニット生地も10,839千㎡

の同2.4％減となっている． （南保 勝）

３－２．眼鏡工業

【最近の景況】

～全体では横ばいで推移～

眼鏡枠の生産状況をみると，円安効果も奏

功し，海外からのOEM受注が持ち直してい

るものの，国内向けが低価格帯の海外品に押

され弱含んでいることから，全体では横ばい

となっている．参考までに売れ筋品をみると，

主力のメタル枠では，やはり高難度の機能性

フレームや多品種小ロットのハウスブランド

ものなどが底堅い．

こうした中，産地では，低価格商品との差

別化と，有名ブランドの知名度に依存しない

ビジネスモデルの構築を図るため，自社ブラ

ンド商品の育成や高付加価値化に取り組む動

きがみられる．

一方，最近の輸出動向をみると，2015年１月

～６月の輸出実績は，枠類合計（眼鏡枠，眼

鏡の合計）で134億20百万円，前年比8.8%

増と順調に推移している．ちなみに，眼鏡枠

は73億06百万円の前年比9.4%増，眼鏡は61

億14百万円の同8.1%増となり，概ね順調に

推移している．

（南保 勝）

眼鏡枠関連製品の輸出実績

資料：日本関税協会資料：福井県総務部情報政策課
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３－３．機械工業

【最近の景況】

～生産・出荷動向は概ね順調に推移～

本県の機械工業は，概ね順調な生産を維持

しているが，軽自動車税引き上げの影響等か

ら，生産品目によっては，持ち直しの動きに

一服感もみられる．

ちなみに，一般機械では，工作機械が北米

向けを中心に順調に推移．一般のはん用・生

産用・業務用機械分野でも，中国向けは振る

わないものの，北米向けを中心に堅調に推移

しているほか，国内では，補助金等の活用に

よる政策効果の増大などから，受注・生産が

堅調に推移している．また，電子部品・デバ

イスも，生産量，受注残とも高水準で推移．

特にスマートフォン市場はLTEの普及が進

む中華圏を中心に堅調に推移．先行きもこれ

までのトレンドが大きくは変わらず，引き続

き高水準で推移することが期待されている．

一方，電気機器関連では，今期の国内での

生産計画が前年実績を下回る見込みとなって

おり，国内の業況については，業務用は前年

並み，家庭用については引き続き厳しい状況

にある．その他，国外では，中国を除きアジ

アは堅調に推移している模様． （南保 勝）

３－４．化学・プラスチック工業

【最近の景況】

～医薬品などを中心に，総じて堅調を持続～

本県の化学工業は，合成樹脂等の化学製品

が持ち直しており，医薬品が増加しているこ

となどから，全体では増加している．しかし，

プラスチック工業は，建築資材を中心に弱い

動きとなっている．

また，昨今の円安から原料価格のアップが

課題となっていたが，最近の原油安などの影

響が奏功し，一部で原材料価格の低下が見ら

れるなど，やや落ち着きを取り戻している．

ちなみに，化学工業は，合成樹脂等の化学

製品が持ち直しているほか，医薬品はジェネ

リック医薬品の利用促進策が奏功しているこ

とに加え，新薬やOEMが堅調に推移してい

ることなどから，生産は概ね順調に推移して

いる．その他，化粧品関連や医療用器具など

も堅調を維持している．

プラスチック工業は，生産品目によるバラ

つきが見られるものの，業界全体としては建

築資材を中心に弱い動きとなっている．

先行きに関しては，原油安や国内・海外で

の経済回復に期待感が広がっており，今後も

堅調に推移することが予想されている．

（南保 勝）

機械関連工業の鉱工業生産指数（原指数） 化学・プラスチック工業の鉱工業生産指数の推移（原指数）

資料：福井県総務部情報政策課資料：福井県総務部情報政策課
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３－５．建設業

□公共工事

～2015年前半は，期間全体で発注件数は減少，

金額は前年並み．～

2015年１－６月期の県内公共工事は，発

注件数(累計)で1,399件，前年同期比で34.0％

減，請負金額(累計)は644億98百万円で，0.4

％増と発注件数は減少も，請負金額はほぼ前

年並みとなった．

月別では，発注件数は１月が前年同月比２

9.2%減，２月４4.6%減，３月52.5%減，４月

5.1%減，５月23.5%減，６月29.8%減とすべ

ての月で前年を下回った．

請負金額は，１月が前年同月比22.3%増，

２月16.5%増，３月8．7%減，４月11.7%減，

５月27.1%増，６月10.0%減．期間全体では

ほぼ前年並みの金額となった．

１月－６月の発注者別の状況をみると，国

関連では件数が前年同期比25.3%減，独立行

政法人関連が40.0%減，県関連が41.0%減，

市町関連が25.3%減であった．

また請負金額については，国関連が13.3%

増，独立行政法人関連が64.4%増の一方，県

関連が15.3％減，市町関連が6.3％減であっ

た．

公共工事関連業界では，北陸新幹線など交

通インフラの整備を中心とした大型公共工事

による明るい見通しを堅持している一方で，

技能労働者の不足が深刻さを増しており，引

き合いが多い中で受注対応への不安が広がっ

ている． （芹沢利幸）

□住宅建設

～消費税増税による駆け込み需要と

反動減の影響薄れる．～

2015年１－６月の県内新設住宅着工戸数

は，対前年同月比で１月98.1％，２月87.7%，

３月124.1％，４月76.6％，５月127.1%，６

月151.8％．対前年同期比は，113.2%と昨年

４月の消費税増税に伴う駆け込み需要と反動

減の影響は薄れてきたと思われる．

北陸三県では，同上半期では，石川県が対

前年同期比119.4％，富山県が108.8%であり，

北陸三県で同様の傾向となっている．全国合

計では，対前年同期比101.1%である．

利用関係別では１－６月前年同期比で，持

家が102.6%と前年は落ち込みが激しかった

が持ち直している．貸家は145.4%と不動産

投資を目的とした増加傾向が続いている．同

様に分譲住宅は，97.0％と前年並み．

図表１ 県内公共工事発注件数の推移 図表２ 県内公共工事請負金額の推移

資料：東日本建設業保証株式会社 資料：東日本建設業保証株式会社
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４．第３次産業

□商業

～食料品，日用品は堅調に推移．

一部プレミアム商品券効果も～

近畿経済産業局が発表した大型小売店販売

状況によると，福井県における2015年１－

６月期の大型店販売額は，全店ベースで381

億74百万円で前年同期比1.8%増となった．

月ごとの動向は，１月が前年同月比1.8%

増，２月2.0%増，３月は前年の消費税増税

駆け込み需要の影響もあり6.4％減，４月3.7

％増，５月8.7％増，６月2.0％増となった．

５月は，土・日・祝日が前年より２日多かっ

たことが影響している．

具体的な消費動向としては，１月・２月は

食料品，日用品を中心に堅調に推移．３月も

前年は駆け込み需要があり，前年同月比では

大きく下回ったが，引き続き日用品を中心に

堅調であった．４月以降も堅調に推移した．

全般的に，食料品や日用品での売上が中心

であり，ファッションや高級雑貨では一部業

種では好調であったものの，全般的には低調

であり，業種業態間での格差が拡大している．

福井県中小企業団体中央会が調べた県内主

要共同店舗（地元協同組合方式のショッピン

グセンター，以下 SC）の直近の売上動向調

査によると，４月以降各市町で販売された『プ

レミアム商品券』については，食料品や日用

品が中心であり，ファッションや服飾雑貨等

への効果が限定的となっている．そのため，

最寄品が主となっている近隣型の SCでは，

販売以降好調な売り上げを確保しているが，

準広域や広域型の SCでは売上増への効果は

少ない．

小売サービス業全体の懸念材料として，近

隣県でのアウトレットオープンや国内外の大

型資本による商業施設の開発が相次ぎ，賃金

上昇と人材不足が深刻となり，店舗経営にも

大きな影響が出始めている．

（芹沢利幸）

福井県中小企業団体中央会が毎月調査して

いる「情報連絡員報告」及び関連業界へのヒ

アリングによると，県内住宅関連工事業界で

は，消費税増税影響が一巡し，堅調に引き合

いがある状況ではあるが，消費税増税分や材

料コストの上昇を受注単価に反映できない状

況に変わりはないうえ，雇用環境改善にとも

ない職人の確保がより一層困難になってきて

いることから，中小零細事業者の経営環境は

厳しさを増しているとの声が多い．

（芹沢利幸）

図表１ 県内新設住宅着工戸数の推移

資料：福井県土木部建築住宅課

図表１ 大型小売店販売額の推移(全店ベース)

資料：近畿経済産業局
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□観光・レジャー

～平成26年の観光客入込数が，

２年連続増加で1,100万人台へ．～

平成27年５月11日発表「平成26年福井県

観光客入込数（推計）」（福井県観光営業部観

光振興課）によると，平成26年（１月～12

月）の福井県の観光客数（実人数）は，1131.8

万人（対前年比109.4％）で，うち日帰り客

は871.1万人（同111.4％），宿泊客は261.7

万人（同103.3％）であった．

北陸新幹線金沢開業に向けて，首都圏等に

おいて集中的なプロモーションを実施したこ

と，舞鶴若狭自動車道「若狭さとうみハイウ

ェイ」が平成26年７月20日に全線開通した

こと，中部縦貫自動車の整備が進んだことに

より，嶺南・嶺北の交流が進んだこと，北陸

（対前年比110.8％）や関東（同105.3％）な

どからの観光客の増加，あわら温泉の「芦湯」

（あわら市），道の駅「西山公園」（�江市）の
オープンなど観光拠点のレベルアップが図ら

れたことが主な要因．

県外からの観光客は，469.5万人（対前年

比103.0％）．地区別構成比でみると，関西

地区および中京地区からの入込みが全体の約

７割（関西地区41.9％，中京地区26.3％）を

占め，北陸地区18.6％，関東地区6.8％とな

っている．

また，８月４日に楽天株式会社が発表した

「楽天トラベル，2015年，シルバーウィーク

人気急上昇エリアランキング」によると，

2015年のシルバーウィーク（宿泊対象期間：

2015年９月19日～27日）旅行動向では，国

内旅行先ランキングで第４位（前年同期比＋

423.6％）．北陸新幹線開業により首都圏か

らのアクセスが向上し，東京都在住者が前年

比＋5.7％であること，今年で開湯130周年

□自動車販売

～消費税増税や軽自動車増税の影響で

上半期は低調に．～

福井県自動車販売店協会がまとめた新車販

売台数をみると，2015年１－６月期で総計

22,606台，前年同期比で86.8%であった．月

別では，前年同月比で１月80.3％，２月84.9

％，３月86.4％，４月84.4％，５月87.0%，

６月98.9％と年明け以降低迷している．

車種別の動向をみると，乗用車（普通車及

び小型車）は，前年同期比で87.9％．月別で

は１月76.7％，２月83.1％，３月84.9％，４

月92.5％，５月92.9％，６月106.8％と駆け

込み需要の反動で落ち込んだが，６月は新型

車の発売効果で前年を上回った．

軽自動車については，前年同期比で83.8%．

月別では１月81.6％，２月86.7％，３月86.2

％，４月74.1％，５月80.2％，６月87.9%で

あり，４月は軽自動車税の増税があったこと

から，特に落ち込みが大きかった．

一方，貨物車（小型貨物及び普通貨物）は，

前年同期比で103.1％．月別では１月94.9％，

２月89.8％，３月104.0％，４月113.2％，

５月100.6％，６月120.3％と，景気の堅調

さを反映する形で法人需要を中心に３月以降

前年を上回っている．

自動車業界では，販売促進策の改善や新車

投入，危険防止機能の充実など需要喚起を各

メーカーとも積極的に展開しているが，自動

車保有人口の減少など今後の先行きに不安を

感じる声もある． （芹沢利幸）

図表１ 県内新車販売台数の推移（前年同月比）

資料：福井県自動車販売店協会
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を迎えたあわら温泉では前年比＋626.0%と

好調であることを要因としている．

国土交通省観光庁が発表した，「宿泊旅行

統計調査報告」（「平成27年１～３月」平成27

年６月30日発表）によると，福井県での延

べ宿泊者数は１－３月期で874,430人（前年

同期比116.4％）であった．そのうち過去１

年間観光目的の宿泊者が50%以上の施設には

１－３月期で460,820人（同113.8％），観光

目的の宿泊者が50％未満の施設には，同

413,400人（同120.0％）と，期間中昨年同

様宿泊者数が増加した．

延べ宿泊者数のうち１－３月期で県内から

181,740人（同102.1％），県外から663,320人

（同118.5％）と県外客の増加率が高かった．

県外客のうち，従業員数100人以上の宿泊

施設の居住地別宿泊者数を見ると，１－３月

期では東京都10,273人，愛知県7,664人，大

阪府5,033人，京都府2,692人，石川県2,673

人の順．京都府からの宿泊者数が前年同期比

147.1％のほか，滋賀県が同128.6％，東京

都が125.2％と増加した．

外国人宿泊者数（従業員10名以上の施設

への宿泊者数）については，１－３月期で延

べ7,990人（前年同期比130.1％）で，その

うち台湾が前年同期比224.1%で3,250人と大

幅増加，中国1,510人，香港1,020人，韓国540

人，アメリカ370人の順であった．

また，施設所在地別客室稼働率は，福井市で

１月64.7％，２月71.8％，３月76.7％，１－３月

期では71.0％（前年同期は61.6％）であった．

あわら市では，１月53.5％，２月58.1％，３

月62.2％で，１－３月期では57.9％（前年同

期は58.0％）であった． （芹沢利幸）

平成２７年１－３月

１ 東京都 １０，２７３

２ 愛知県 ７，６６４

３ 大阪府 ５，０３３

４ 石川県 ２，６９２

５ 滋賀県 ２，６７３

６ 京都府 ２，６２６

７ 岐阜県 １，５０５

８ 兵庫県 １，２５６

９ 鳥取県 １，１２４

１０ 三重県 ８１２

全体額
（対前年比）

区 分

県 内 客 県 外 客

日帰り 宿 泊 日帰り 宿 泊

876億円
（104.8％）

125億円
（115.7％）

147億円
（107.2％）

120億円
（103.4％）

484億円
（101.8％）

平成２７年１－３月

１ 台湾 ３，２５０

２ 中国 １，５１０

３ 香港 １，０２０

４ 韓国 ５４０

５ アメリカ ３７０

６ シンガポール ３５０

７ ドイツ １６０

８ ロシア ７０

９ イギリス ５０

１０ タイ ５０

区 分
観光客数（実人数）

対前年比
平成２６年
構成比

〔参考〕観光客数（延べ人数）

平成２６年 平成２５年 平成２６年 平成２５年

県内客 日帰り ５，９０５，０００ ５，１１３，０００ １１５．５ ５２．２ １１，００５，０００ ９，５６２，０００

宿 泊 ７１８，０００ ６７１，０００ １０７．０ ６．３ ７９７，０００ ７４５，０００

計 ６，６２３，０００ ５，７８４，０００ １１４．５ ― １１，８０２，０００ １０，３０７，０００

県外客 日帰り ２，７９６，０００ ２，６９８，０００ １０３．６ ２４．７ １２，０１６，０００ １１，６４８，０００

宿 泊 １，８９９，０００ １，８６２，０００ １０２．０ １６．８ ２，４３５，０００ ２，３８７，０００

計 ４，６９５，０００ ４，５６０，０００ １０３．０ ― １４，４５１，０００ １４，０３５，０００

合 計 日帰り ８，７０１，０００ ７，８１１，０００ １１１．４ ７６．９ ２３，０２１，０００ ２１，２１０，０００

宿 泊 ２，６１７，０００ ２，５３３，０００ １０３．３ ２３．１ ３，２３２，０００ ３，１３２，０００

計 １１，３１８，０００ １０，３４４，０００ １０９．４ １００．０ ２６，２５３，０００ ２４，３４２，０００

図表１ 居住地別宿泊者数
【福井県】

図表２国籍別外国人宿泊者数
【福井県】

図表３ 平成26年 福井県観光消費額
（延べ 人） （延べ 人）

福井県観光営業部観光振興課「福井県観光客入込数(推計)」

図表１・２ 観光庁「宿泊旅行統計調査」観光庁「宿泊旅行統計調査報告
（平成２７年１月～３月）

図表４ 平成２６年の福井県の観光客入込概要
（単位：人，％）

福井県観光営業部観光振興課「福井県観光客入込数（推計）」
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５．主要経済指標

□鉱工業生産指数

～原指数は2014年秋から増加傾向に転じ，

季節調整済指数は減少傾向となる～

2010年を100とする2015年５月の鉱工業

生産指数（総合）は，原指数で108.9となり，

前年同月比2.5%の増加となった．2013年10

月から2014年５月まで８か月連続で減少を

続けていたが，９月以降は９か月連続の増加

となっている．

ただし，業種別でみると減少した業種が多

い．増加したのは電子部品・デバイス工業（前

年同月比41.3％増加），プラスチック製品工

業（同1.4％増加）などわずかで，減少した

業種は一般機械工業（同34.6％減少），生産

用機械工業（同33.6％減少），その他の工業

（同29.2％減少），はん用機械工業（同22.5

％減少）など多かった．

また，季節調整済指数（総合）は114.4で，

前月比2.8％の減少となった．こちらは2014

年後半から増加と減少を繰り返していたが，

2015年１月から５か月連続で減少している

（図表１，２）． （井上 武史）

□電力需要

～全体では７か月連続で増加し，

産業用の需要も増加傾向を続ける～

北陸電力福井支店の発表による2015年６

月の電力需要は，570.7百万 kWhとなり，

前年同月比1.6％の増加と，7か月連続で前年

を上回った．

用途別では，電力は対前年比で4.8%減少

した一方，気温が前年を下回ったことによる

冷房需要の減少などから，電灯は2.4%の減

少，業務用についても4.3%の減少となって

いる．

産業用については同5.7%の増加であった．

2014年６月から８月まで３か月連続で減少

していたが，以降は10か月連続で増加して

いる．業種別需要実績（大口）でみると，増

加したのは機械（前年同月比14.7%増，93.4百

万 kWh）を始め，繊維（同10.4%増，49.3百

万kWh)，金属製品（同9.0%増，3.3百万kWh)，

公共用等（同6.8%増，25.9百万 kWh）など６

業種であった一方，減少した業種は紙・パル

プ（同11.0%減，3.1百万 kWh）を始め，鉄

鋼（同6.5%減，1.8百万 kWh)，窯業・土石

（同4.3%減，9.0百万 kWh）など３業種であ

った（図表３）．

なお，2014年度を総括すると電力需要は

73億円44百万 kWhとなり，前年度比で0.2

％減と，４年連続で前年度を下回っている。

（井上 武史）

業 種
原指数（H22年＝100）季節調整済指数（H22年＝100）

前年同月比（％） 前月比（％）

鉱工業総合 １０８．９ ２．５ １１４．４ ▲２．８

繊維工業 ８２．２ ▲７．４ ８４．２ ▲４．０

織物 ９２．５ ▲７．７ ９４．７ ▲４．９

染色整理 ９４．７ ▲４．８ ９５．０ ▲４．０

その他の繊維 １０５．３ ▲５．８ １０６．８ ▲１０．３

機械工業 １５２．７ １９．２ １６７．１ ▲０．２

一般機械 ９７．９ ▲３４．６ １１１．０ ５９．３

電気機械 ６８．５ ▲１４．３ ８８．４ ２．６

輸送機械 １２１．２ ▲２．６ １３４．６ ▲３．５

化学工業 ８５．４ ▲７．５ ９１．３ ▲６．６

プラスチック工業 １１２．５ １．４ １１７．５ １０．５

その他の工業 ５８．９ ▲２９．２ ６３．３ ▲４．２

図表１ 鉱工業生産指数の動き

図表３ 電力需要

図表２ 業種別生産指数（2015年５月）

資料：福井県総務部政策統計課 資料：北陸電力福井支店
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□保証承諾

～保証承諾は概ね減少傾向が続いているが，

代位弁済は増加傾向となっている～

福井県信用保証協会がまとめた2015年５

月の保証承諾は，件数で201件（前年同月比

23.9％減），金額では21億45百万円（同20.3

％減）と，いずれも減少した．また，１件あ

たりの承諾額（1,067万円）では前年（1,020

万円）をやや上回っている．前年同月比で傾

向をみると，2015年４月は金額・件数とも

に増加したものの，減少している月が大半と

なっている．全体的には，概ね減少傾向が続

いていると言える．

業種別では，建設業が４億49百万円（前

年同月比50.2％減）で引き続きトップ，以下，

小売業の３億65百万円（同41.0％増），卸売

業の３億64百万円（同17.2％増），印刷業の

１億50百万円（同188.5％増）と続いている．

資金用途別（当月末）では，運転資金（貸

付）が20億15百万円となり，全体の94.0％

を占めている．また，設備が85百万円（全

体の3.9％）となっている．

一方，代位弁済は30件（12企業）の３億

57百万円で，前年同月比は件数で増減なし，

金額では51.3％の増加となった．2014年10

月までは概ね減少傾向であったが，11月以

降は増加傾向に転じている（図表４）．

（井上武史）

□雇用情勢
～2015年に入って有効求人倍率，

新規求人倍率ともさらに高まる～

2015年５月の雇用情勢は，求職 者 数

（12,106人）を上回る求人数（16,774人）と

なり，有効求人倍率（季節調整値）は1.57倍

となった．2011年１月から53か月連続で１

倍台を維持している．2014年３月以降は1.5

前後で推移しており，2015年に入ってから

さらに高まっている．

一方，新規求人倍率は，新規求人数が6,040

人，新規求職申込件数が2,899人で，2.22倍

（季節調整値）となっている．こちらは2009

年８月以来70か月連続で１を超えており，

やはり2015年に入ってさらに高まっている．

５月の新規求人数を職種別にみると，製造

業は821人で前年同月比6.5%の減少となって

いる．業種別に内訳をみると，増加したのは

ゴム製品製造業の200.0%増を始め，家具・

装備品製造業の61.5%増，輸送用機械器具製

造業の46.4%増などであった．減少した業種

は飲料・たばこ・飼料製造業の54.2%減など

であった．一方，非製造業で増加した業種は

宿泊業の49.4%増，運輸業・郵便業の15.7%

増など少なく，減少した業種は複合サービス

事業の43.3%減，生活関連サービス業･娯楽

業の28.3%減など多かった（図表５）．

（井上 武史）

図表５ 月別求人求職状況

（新規学卒を除きパートを含む）図表４ 保証承諾の推移

資料：福井県信用保証協会 資料：福井労働局
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□所定外労働時間

～全体で増加傾向が続き，

業種別でも増加が多くなる～

毎月勤労統計調査により，2015年５月の

所定外労働時間（規模30人以上の事業所）を

みると，2010年の平均を100とした指数で

114.8と，前年同月比で2.1%増となった．

2013年６月以降24か月連続で増加している．

また，2014年９月以降は120や130を超え

る水準も多くなってきた．次に，景気動向と

関係が深い製造業では，５月に106.9（同

0.6%増加）となった．こちらも2013年７月

から23か月連続で増加しているが，５月は

急激に伸び率が低下している．

なお，業種別でみても増加の数が減少を上

回っている．増加したのは複合サービス事業

の前年同月比69.4％増を始め，電気・ガス・

熱・水道業（同40.7％増），教育・学習支援

業（同29.5％増），学術研究・専門・技術サ

ービス業（同23.1％増）など９業種となって

いる．また，減少した業種は不動産業・物品

賃貸業の前年同月比34.0%減を始め，生活関

連サービス業・娯楽業（同24.6%減）など５

業種となった（図表６）． （井上 武史）

□企業倒産
～2015年上半期は負債総額が過去最大と

なったが，倒産件数は減少傾向にある～

東京商工リサーチ福井支店発表による

2015年６月の企業倒産は４件発生し，１億

800万円の負債総額であった．前年同月と比

較して件数は４件，負債総額では約２億

9,300万円の減少となった．ただし，４月に

は負債総額が729億1,400万円と単月集計で

過去最大となった．件数では前年同月比で減

少している月が多いが，負債総額では増加と

減少を繰り返している．（図表７）．

なお，2015年上半期の状況を総括すると，

倒産件数は36件，負債総額は809億3,800万

円であった．件数は14.3％の減少で，過去10

年間で２番目に少ない水準であった．しかし，

負債総額では1,322.5%の増加となり，1967

年の集計開始以来，過去最大となっている．

東京商工リサーチによると，倒産件数が少な

かった理由として，金融機関のリスケ要請へ

の弾力的対応など実質的な金融支援や，金融

緩和策を背景とした円安による輸出への追い

風，株高による大手企業の支えと下請け企業

へのすそ野拡大を挙げている．

（井上 武史）
図表６ 労働時間指数（所定外）の推移

規模30人以上

図表７ 企業倒産の推移

資料：福井県総務部政策統計課 資料：東京商工リサーチ福井支店
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